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研究分担者 所内： 

 

所外： 

研究 

協力者 

所外：中根貴弥（山梨県富士・東部保健所） 

岩瀬史明（山梨県立中央病院） 

近藤充徳（富士吉田市立病院） 

吉原秀明（鹿児島市立病院） 

佐藤満仁（鹿児島大学） 

小井土雄一（DMAT事務局） 

和田耕治（健康危機管理研究機構） 

施 

策 

関 

連 

山梨県 

科学技術 

基本計画 

成長促進分野 質の高い地域環境の保全・活用と健康増進分野 

取組項目 県民生活における安全・安心の確保に関する研究 

山梨県 

総合計画 

政策② 防災・減災、県土の強靭化 

10. 富士山火山防災対策の研究と普及 

12．富士山防災対策におけるソフト対策の推進 

その他 

部門計画 
成長促進分野 

研究の背景・ 

ニーズ 

 

富士山火山防災対策協議会では2021年3月に公表した改定版ハザードマップに対応する

新しい避難基本計画を2023年3月に公表した。同計画により噴火警戒レベル4で避難行動

要支援者の避難が必要になる地域に多くの病院・福祉施設が含まれることとなった（補

足資料１参照）。しかし、これらの施設の避難を支援する体制は未だ十分には検討され

ていない。 

2025年3月には富士山の大規模噴火を想定した「首都圏における広域降灰対策ガイドラ

イン」が内閣府より公表され、降灰量30センチ以上の地域は原則避難という方針が示さ

れた（補足資料２参照）。これを受けて、大量降灰のリスクがある地域の病院や福祉施

設では早期避難を想定すべきか、もしくは籠城に備えて備蓄を増やすべきか等の実践的

な富士山噴火への対応計画を立てる必要性が認識されつつある。 

これらの課題に適切に対処するには、豊富な災害対応経験を有する保健、医療、福祉

のプロフェッショナルの知見を活用するのが有効である。特に、災害時の要支援者支援

や災害関連死対策のために東日本大震災以降、組織化が進められた多くの保健医療福祉

関連の災害支援チームの協力を得ることが効果的であると考えられる。これらの支援チ

ームでは定期的に実践的な訓練を実施した上で、風水害や地震災害が発生した際には被

災地に参集し、被災者支援の実績を積み重ねている。その一方、ほとんどの支援チーム

では火山災害への対応経験がないため、火山噴火時に必要となる安全確保の方法や資機 

材に関する知識が乏しく、火山災害対応の基本方針さえ決められていない。 

火山災害では噴火が完全に終息する前に捜索や救助ならびに支援活動を実施する場合

が多く、その際に警戒が必要な現象や、それに対応するための安全確保の手段について

の知識が必要となる。その上、火山噴火では火山ガスや火山灰など健康に直接、悪影響



を与える物質が環境中に大量に放出されるため、そのリスクを把握しながら適宜、適切

な対応を取ることも必要となる（補足資料３参照）。これらに関する知識も、現状では

災害支援チームの構成員のほとんどが持ち合わせていないと考えられる。 

上述した状況を踏まえると、火山災害時に保健医療福祉関連の災害支援チームが安全

かつ効果的に災害対応活動に従事するためのガイドラインを作成し、それに基づいた研

修を実施する体制を整備することが、富士山における火山防災対策を推進し、富士山噴

火時の人的被害を軽減する上で非常に重要であると考えられる。 

これらのガイドラインならびに研修プログラムを整備するには、準備段階として火山災

害対応のために保健医療福祉関連の災害支援チームに求められる知識と技能を整理し、

それらを効果的に習得するため手順を検討する必要がある。そのため、本研究では、こ

の段階の作業から着手する。 

研究目的 

 

1. 富士山噴火時に保健医療福祉従事者が安全かつ効果的に被災地で支援活動を実施でき

る体制の整備に貢献する。 

2. 富士山噴火時に保健医療福祉従事者が安全かつ効果的に被災地で支援活動を実施する

ために必要な情報・資機材・組織のあり方を整理する。 

3. 富士山噴火対応時に保健医療福祉関連の災害支援チームに必要となる知識、技能を効

果的に習得するための実践的な研修プログラムを提案する。 

研究目標 

 

1. 過去の火山災害時に保健医療福祉分野で課題とされた事項を整理し、将来の富士山噴

火で求められる保健医療福祉関連の支援と、それを実現するための方策を提案する。 

2. 災害支援チームを組織している保健医療福祉関連組織に富士山噴火への対応方針の現

状について聞き取り調査を行い、各組織における富士山噴火対応研修の潜在的な需要

を把握する。 

3. 富士山噴火に対応する保健医療福祉従事者が習得すべき知識と技能を整理した上で、

それらを効果的に習得するため手順を明らかにし、研修で活用しうる教材を作成する。 

研究全体の 

研究計画・ 

研究方法ならび

に研究体制 

(共同研究において

は、その必要性、

研究分担者の役割

を記入) 

 火山災害対応を経験した保健医療福祉従事者等が執筆した文献を調査し、富士山噴火

時に必要となる支援の内容や他の災害との顕著な相違点等の情報を整理する。さらに

は、災害派遣医療チーム（DMAT）や災害派遣精神医療チーム（DPAT）、災害時健康危機

管理支援チーム（DHEAT）等の事務局に火山災害時にどのような対応をする方針になって

いるのかについて聞き取り調査を行うとともに、安全確認の手順に関するマニュアルや

火山災害対応に特化した資機材等の整備状況についても確認し、研修カリキュラムの編

成に向けた参考情報として整理する。 

 火山噴火のタイプや災害フェーズ（噴火直後の施設避難に関する支援なのか長期避難

になった際のこころの支援なのかといったような問題）、支援する対象の属性（病院や

高齢者施設等の施設の種類や、噴火に巻き込まれて負傷した傷病者なのか在宅の高齢者

なのかといった要支援者自身の属性）ごとに必要となる支援の内容を整理し、状況に応

じた課題ごとの研修教材を作成する。さらに、それらの教材を活用する研修カリキュラ

ムを作成する。暫定的な研修プログラムを作成して、災害支援経験が豊富な保健医療福

祉の専門家に受講してもらい、より実践的な研修内容にするための助言を受けて改善を

進める。最終的には、富士山北麓地域等、富士山噴火で被害を受けるリスクが高い地域

で保健医療福祉従事者を対象とした研修を実施する。 



前年の 

研究計画・ 

研究方法ならび

に研究成果 

（初年度の場合は

事前調査内容など

を記入） 

研究代表者は東日本大震災発生直後の平成24年から5年間、厚生労働省の研修施設であ

る国立保健医療科学院において健康危機管理研修を担当し、災害時に保健所職員らが組

織する災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）ならびにメンタルケアの専門チームであ

る災害派遣精神医療チーム（DPAT）の立ち上げに携わってきた（補足資料４参照）。こ

の経験を通して、保健従事者向け災害対応研修に関する高度な知識を身に着けている。 

 また、火山噴火が人々の健康に与える影響についての調査や啓発活動にも従事し、一

般市民向けのパンフレットや医療従事者向けの特集記事の執筆も手掛けてきた（補足資

料５参照）。福祉関係者向けの参考書に火山災害の解説記事を掲載した経験もある。 

これらに基づき、日本災害医学会や日本公衆衛生学会等において富士山噴火に関する講

演をすることも多く、DMATのブロック訓練において解説をしたり、DMAT隊員らとワーク

ショップを開催したりした経験もある（補足資料６参照）。これらの経験に基づき、山

梨県富士・東部保健所における富士山噴火対策への助言も続けている。同保健所では令

和6年度に「富士山噴火を想定した保健医療チームネットワーク研修会」を開催し、令和

7年度からは3年計画で「大規模災害時（巨大地震・富士山噴火等）における保健・医

療・福祉体制整備事業」を開始したところである（補足資料７参照）。本研究も同事業

と相補的な関係性を持ちつつ、連携して富士山噴火対策を推進していくことを検討して

いる。 

今年度の 

研究実施内容 

（研究計画・ 

研究方法） 

ならびに期待さ

れる研究成果 

1. 保健医療福祉関連の火山災害対応経験者が執筆した文献を調査し、火山災害時に必

要な支援の内容や他の災害との顕著な相違点を整理する。 

2. 保健医療福祉関連の災害支援チームに火山災害時にどのような対応をする方針にな

っているのか聞き取り調査を行い、安全確認のマニュアルや火山災害対応に特化し

た資機材等の整備状況を把握する。 

3. 上の2点に関する調査に基づいた知見をまとめ、研修で活用できる基礎資料を作成す

る。 

最終的に 

期待される 

研究成果 

1. 開発した研修プログラムを活用することで、保健医療福祉関係者の火山災害に関する

理解が深まり、富士山が噴火した際には迅速かつ適切に対応が可能になることで被災

地域の人的被害の軽減に貢献できる。 

2. 火山専門家と保健医療福祉関係者が共同で研修プログラムを作成することで、お互い

の専門性に関する理解が深まり、富士山噴火時の緊密な連携が可能になる。 

3. 研修プログラムの一部を一般市民向けの講習会等で活用することで、富士山噴火時に

健康を守るための一般市民の知識や技能の向上に貢献できる。 

 


